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第４次 町田市障がい者計画 素案 
 

 

 

 

より多くの市民の方のご意見を伺いたいと考えております。本資料を

ご参考のうえ、ご意見をお寄せ下さい。 

 

２００６年に策定された第３次町田市障がい者計画の期間終了に伴

って、改訂を行ないます。この第４次町田市障がい者計画素案では、第

１次から第３次計画を受け、障がい者の生活を主題とし、当市における

障がい者福祉施策の方向性を示します。また計画期間は、２０１１年４

月から２０１６年３月の５年間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

町田市地域福祉部障がい福祉課 
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1．計画の策定にあたって                    

 

 町田市では、学識経験者、福祉団体、障がい者、その他市民の皆様の参加を

得て、そのご意見を反映させながら障がい者計画を策定してきました。そこで

今回、第４次町田市障がい者計画を策定するにあたり、今まで策定に参加して

くださった皆さんと町田市がともに培ってきた、町田市の障がい者施策の基本

理念と障がい者の基本的人権の尊重について、あらためて述べます。 

 

 

町田市の障がい者施策の基本理念 

 

 １９９８年９月に策定された「町田市障害者計画」において、市は、計画の

基本理念として《命の価値に優劣はない》と最初に記述しています。現在、こ

の記述から１０年以上が経過しました。その間、障がい者福祉制度は大きく変

化し、これからも変化していきます。しかし、《命の価値に優劣はない》という

基本理念は、今までも、今も、これからも、変わりありません。市は、この理

念を大切に、第４次計画を策定します。 

 

《命の価値に優劣はない》 

私たちは、常に命と向き合いながら、誰もが育ち、輝き、生き続けられる《町

田》であるために、「信頼」と「連帯」と「法」に基づいた《すべての市民に

やすらぎの生活を保障する》新しいシステムを目指します。 

 

 

(1) 自立と自己決定の尊重 

人は誰もが、人生を自分らしく生きていける自己成就を望んでいます。

社会的な支援策としての障がい者施策の展開は、市民の自立と自己決定を

尊重するものとして推進されなければなりません。 
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(2) 地域生活の実現 

障がいがあっても、慣れ親しんだ地域で暮らすことは、基本的な権利で

す。障がい者固有のニーズが市民生活の中で満たされ、障がいのある人た

ちが地域で暮らし続けられることを目指す必要があります。 

(3) 市民参加による地域福祉社会の実現 

すべての市民の人権を尊重する福祉社会は、市民と行政の絶えざる努力

によって実現していくものです。障がいのある当事者はもとより、家族、

関係職員、ボランティアなど、多くの市民と市の共同の努力が、地域福祉

社会を形成する鍵となります。 

(４) 市民の理解 

障がい者が地域で暮らすためには、障がいに対する人々の理解が不可欠

となります。市民の理解は得られつつありますが、啓発活動を一層進め、

障がいへの理解を深めていく必要があります。 

（以上、第３次計画より抜粋） 

 

 

障がい者の基本的人権の尊重 

 

 誰であっても基本的人権は尊重されなければなりませんが、様々な場面で支

援を必要とする障がい者に対しては、特にそのための配慮が必要となります。

それは障がい者計画の策定や、施策を検討する際にも重要なことです。 

① 権利擁護の推進 

障がい者が社会参加していくためには、参加するための情報の確保が必

要です。視覚、聴覚等に障がいがあるがゆえに情報の取得に困難があって

も、社会参加のための情報を知り得る機会を保障する必要があります。 

また、社会には、様々なリスク要因が存在しています。障がい者が社会

参加する中で、障がいがあるがゆえに不利益を受けることがないように障

がい者の権利を擁護する必要があります。さらに、障がい者の重度化・高

齢化の中で、判断能力に制約のある障がい者の財産管理・身上監護につい
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て支援する仕組みを、より整備、充実していくことが必要です。 

② 虐待の防止 

誰に対して行われる虐待であっても、それを防止することは社会全体の

責務です。特に幼児、高齢者、障がい者等、本人が訴えられない人たちへ

の虐待を防止することは、最優先されるべき社会全体の責務です。 

③ 障がい者の参加機会の保障と権利の確立 

障がい者の社会参加を進めるためには、障がい者に参加のための必要な

支援をするだけでなく、障がいの有無による差別を撤廃するとともに障が

い者の権利を確立し、参加の機会を保障する必要があります。障がいの有

無にかかわらず参加の機会を与えられるよう、制度や施策のあり方を検討

する必要があります。 
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２．障がい者計画の概要                     

 

２－１．計画策定の背景と目的 

 

(1) 計画策定の背景 

○ 町田市の障がい者施策は、１９７２年の基本政策「車いすで歩けるまちづ

くり」をはじめとする様々な先駆的な取り組みを特徴としてきました。例え

ば、障がい乳幼児の通所訓練事業「すみれ教室」、日本初のリフト付き車両「や

まゆり号」、緊急一時保護事業「エンゼル・ママ」、障がい者青年学級、重度

心身障がい者在宅訪問事業から発展した「ひかり療育園」などです。 

また、１９７４年、「町田市の建築物等に関する福祉環境整備要綱」を制定

してまちづくりを進め、１９９３年には、さらに拡充した「町田市福祉のま

ちづくり総合推進条例」を制定しました。これらの施策は、あるものは発展

し、あるものは形を変えて、現在も生き続けています。 

○ 一方、国では、１９９３年１２月「心身障害者対策基本法」が「障害者基

本法」に改められ、「障害者の自立と社会参加」が目的として掲げられました。

また、同法により、国は、障害者基本計画を、都道府県と市町村は障害者計

画を、それぞれ策定することとなりました。 

○ 町田市は、障害者基本法に基づく障害者計画を 

・ 第１次計画「町田市障害者計画」（計画期間：１９９８～２００３年度） 

・ 第２次計画「町田市障がい者計画〔改訂版〕」（計画期間：２００４～２０

０５年度） 

・ 第３次計画「町田市障がい者計画〔第３次〕」（計画期間：２００６～２０

１０年度） 

 と策定してきました。 

○ 第１次計画では、障がい者施策の総合的な体系を示し、各項目に事業目標

を設定しました。第２次計画では、第１次計画の改訂版として、第１次計画

での目標の達成状況、事業の概要等を示し、その上で、２年間の計画を策定

しました。第３次計画では、分野ごとの主要な課題と方向性を示し、５年間

の計画としました。 
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○ この間、第２次大戦後５０年近く続いてきた措置制度から、２００３年に

は支援費制度へ、２００６年には障害者自立支援法の自立支援給付へ、障が

い福祉制度が大きく変わりました。また、世界各国では障がい者権利条約が

批准され（日本では署名されたものの、まだ批准されていません）、国には障

がい者制度改革推進本部が設置される等、国の動向や社会情勢が刻々と変化

しています。 

特に２０１０年１２月には、国会において「障がい者制度改革推進本部等

における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者

等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」（障害者自立支

援法や児童福祉法等を一括して改正する法律）が成立し、障がい者福祉制度

の改革が具体的に示されはじめています。 

 

(2) 計画策定の目的 

○ 本計画では、第１次から第３次計画を受けて、障がい者の生活を主題とし

て、今後５年間の町田市の障がい者福祉施策の方向性を示していきます。 

○ また、実効性のある計画とするため、分野別に「重点目標」を設定し、計

画期間内に重点的に取り組むべき目標を明らかにしていくとともに、障がい

福祉施策と他の施策の連携、市から他の機関への要請等についても、本計画

の策定範囲とします。 
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 （本計画の構成図） 

 

前文 

計画の概要 

重点目標 現状・課題
 

 

 

 

 

基 

 

 

本 

分野１．学ぶことへの支援 

（障がい福祉施策と連携）

分野２．暮らすことへの支援 
現状・課題

現状・課題

重点目標 
（主に障がい福祉施策） 

分野７．共通理解・協働の基盤づ

くり（主に障がい福祉施策）

分野３．働くこと・日中活動への

支援（主に障がい福祉施策）
重点目標 

 

 

方 

 

 

針 

分野５．保健・医療 

（主に他の施策・機関） 

分野４．相談支援 
現状・課題

現状・課題

重点目標 
（主に障がい福祉施策） 

視点 

視点 

取り組み 

分野６．まちづくり 
取り組み 

（主に他の施策・機関） 

重点目標 

実現の方策 
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２－２．計画の位置づけと期間 

 

(1) 計画の位置づけ 

○ 市は、障がい者計画を、町田市基本構想を受けて策定する部門計画のひと

つとしています。しかし、障がい者計画が障がい者福祉施策の基本計画であ

ることから、部門横断的な視点を持って策定する計画とします。 

○ 本計画は、障害者基本法第９条第３項に規定する「市町村障害者計画」と

して策定します。 

○ 障がい福祉施策の計画としては、本計画のほかに障がい福祉事業計画があ

ります。今後、市は、この２つの計画を次のように位置づけます。 

  

 法的な位置づけ 計画の性格 策定の内容 

障害者基本法に基

づく「市町村障害

者計画」 

障がい者施 

策の基本計 

画 

・ 障がい者施策の基本的な 

方向性 

 

 

障害者自立支援法

に基づく「市町村

障害福祉計画」 

基本計画を 

具体化する 

事業計画 

・ 障害者自立支援法の各種 

サービス（施設通所、ホー 

ムヘルプ、短期入所等）の 

需要見込量や達成目標 

・ 障がい者計画で示した基 

本的な方向性を具体化する 

ための施策や事業 

障がい者計画 

町田市 

町田市障がい 

福祉事業計画 

 

(2) 計画期間 

○ 本計画は、２０１１から２０１５年度までの５年間を計画期間とします。

ただし、国の動向や社会情勢が変化した場合、本計画を見直す等、その変化

に柔軟に対応していきます。 

 

 

 

  7



(3) 関連する他の計画 

○ 障がい者施策は、市民生活全般にかかわりがあり、障がい者計画だけで網

羅できるものではありません。市が策定する他の行政分野の計画で本計画の

内容に関連するものを、参考資料として巻末に掲載いたしました。詳細につ

いては、それぞれの計画をご参照ください。 

 

  8



２－３．計画の基本方針 

 

 (1) 国と東京都の考え方 

○ 障害者基本法は「障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本

となる事項を定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のた

めの施策を総合的かつ計画的に推進」することを、障害者自立支援法は「障

害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社

会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付その他

の支援を行う」ことを目的としており、いずれの法律でも「障害者が自立し

て生活できる」施策の推進やサービスの提供を方針の一つとしています。 

○ また、国の障害者基本計画では、 

 ・ 社会のバリアフリー化の推進 

 ・ 利用者本位の支援 

 ・ 障害の特性を踏まえた施策の展開 

 ・ 総合的かつ効果的な施策の推進 

 を基本的な方針（横断的視点）としています。 

○ さらに、東京都障害者計画では、 

 ・ 障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現 

 ・ 障害者が当たり前に働ける社会の実現 

 を障害者施策推進の基本的考え方としています。 

 

(2) 町田市の基本方針 

○ 市は、今までの『町田市の障がい者施策の基本理念』や『障がい者の基本

的人権の尊重』の考え方、国の障害者基本計画の基本的な方針、東京都障害

者計画の障害者施策推進の基本的考え方を踏まえ、「自立して地域に暮らすこ

とができる環境をつくる」ことを、第４次計画の計画期間に当たるこれから

の５年間の基本方針とします。 

○ 本計画では、自立して地域に暮らし続けるために必要な目標を策定します。 
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３．分野別の課題と目標                    

 

３－１．学ぶことへの支援 

○ 障がいの有無にかかわらず、学齢期とそれに続く高等学校の期間（本計画

では、この期間を「学齢期」と呼ぶこととします。）は、子どもの成長にとっ

て大切な期間です。特に障がい児にとってこの期間は、知識を習得する期間

として大切であるだけでなく、日常生活動作を訓練する期間としても大切で

あり、その後の生活に大きな影響を与える期間となります。そこで、この時

期の障がい児施策としては、勉学と生活の両面からアプローチする必要があ

ります。 

○ 幼児期の障がい児には、児童デイサービス（障害者自立支援法）や児童福

祉施設（児童福祉法）があり、日常生活動作の訓練や社会生活を送るための

訓練（いわゆる「療育」）が行われています。町田市においては、幼児期の障

がい児の「療育の場」への高いニーズがあります。さらに、就学後に学校教

育の一環として行われている療育へ適切につなげていく必要があります。 

○ また、市では学齢期の特別支援教育を積極的に推進していますが、なお、

障がい故に理解するための時間をたくさん必要とする児童・生徒への対応策

が必要とされています。 

○ 共働き家庭、ひとり親家庭等のために、放課後や長期間の休みに対応する

サービスとしては、学童保育クラブが一般的となっています。学童保育クラ

ブが障がい児を受け入れるにあたっては、相応の体制をとっていますが、知

的障がいあるいは発達障がいを有する児童には、なお十分な配慮が必要です。 

 

＜重点目標＞ 

(1) 学齢期の療育と教育 

○ 学齢期における療育の場、障がい故に理解するための時間をたくさん必要

とする児童・生徒への対応については福祉分野、教育分野にまたがる課題で

す。今後、市は、教育施策、子ども施策、障がい福祉施策を連携させて対応

していきます。また、関係機関（特別支援学校、特別支援学級）との連携を

強化していきます。 
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(2) 放課後、夏休み対策 

○ 学齢期の障がい児がいる家庭のサポートについては、共働き家庭、ひとり

親家庭への支援の観点からも検討する必要があります。放課後や長期間の休

みに対応するサービスは、(1)と同様に福祉分野と教育分野にまたがります。 

今後、市は、教育施策、子ども施策、障がい福祉施策を連携させて対応し

ていきます。 
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３－２．暮らすことへの支援 

○ ここ１０年で、措置制度から支援費制度、障害者自立支援法へと制度が変

わり、障害者自立支援法では「施設から地域へ」が主要なねらいとなってい

ます。 

○ これからは、地域で暮らし続けていく上で、より安定した生活が営めるよ

う、地域の特徴を踏まえたサービスを提供する必要があります。 

○ また、障がい福祉サービスだけでなく、他制度のサービスの活用を含めて

様々な社会資源の活用を工夫する必要があります。 

○ 自立して地域で暮らす上では、余暇活動も重要な要素です。障がい者の社

会参加を進めるために、従来より市では、障がいの特性に応じた文化活動、

スポーツ活動を実施してきました。今では障がい者の社会参加が進み、街中

に障がい者がいることはごく普通のこととなりました。 

 

＜重点目標＞ 

(1) 地域での「住まい」づくり 

○ 日常生活を支える基本的な枠組みができてくると、そのサービスを利用し

て地域で暮らしていくための拠点（＝住まい）の必要性も高まってきます。 

市は、障がい種別にかかわらず、支援を受けながら地域に暮らし続けられ

るように、地域に溶け込んだ「住まい」としてのグループホーム、ケアホー

ムの整備を後押ししていきます。 

○ また、障がい者本人や家族の高齢化が進む中、公営住宅の確保やバリアフ

リーの促進などを含め、個々のニーズに応じた生活の場の確保や生活支援の

あり方の検討を進めていきます。 

 

(2) 地域での支援 

○ 障害者自立支援法による制度は全国共通であっても、人口密度や産業構造

等により地域ごとに障がい者を支援する仕組みは異なり、気候、地形、コミ

ュニティーのあり方等により地域ごとに障がい者が必要とするサービスは異

なります。 

今後、市は、地域の特徴を調査・検討していきます。その上で、地域の様々
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な団体や個人が町田市に暮らし続ける障がい者に町田市の地域の特徴に応じ

たサービスを提供できるように、環境を整備していきます。 

 

(3) 社会資源の活用 

○ 市は、自ら障がい福祉事業を実施するだけでなく、社会福祉法人、民間の

ボランティア団体等が取り組む独自の事業を支援する仕組みを構築していき

ます。 

○ また、障がい福祉の枠にとらわれることなく、他制度のサービスの利用を

視野に入れ、総合的に支援していきます。 

 

(4) 余暇活動への支援 

○ 市は、余暇活動を直接実施するだけではなく、障がい者へ多様な機会を提

供できることを目指して、市民団体、社会福祉法人等が実施する事業を広く

支援していきます。 
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３－３．働くこと・日中活動への支援 

○ 働くことは、生計を維持していくためのひとつの手段であると同時に、社

会参加と社会貢献の形であり、生きがいの源泉でもあります。 

○ 今、多くの障がい者が、民間企業や福祉施設などで働いています。町田市

内でも、たとえば市の文化施設やスポーツ施設の食堂、喫茶店などで働いて

います。 

○ 現在、障がい者には一般就労（雇用契約のある労働）、福祉的就労（福祉施

設等で働くこと）、日中活動（福祉施設でのデイサービス）と様々な「働くこ

と・日中活動」があり、多くの「場所」があります。 

○ 一般就労と福祉的就労では、できるだけ、障がい者一人ひとりの適性にあ

わせて「働く」ことを考えていくことが重要です。 

○ 現在、市は、就労・生活支援センターを２箇所設置して、障がい者の一般

就労への準備や職場への定着を支援しています。また、障がい者の職場への

定着を独自に支援している法人へ事業費補助を行っています。 

○ 障がいがあっても、また医療的なケアが必要であっても、人にとって働く

場や、仲間とともに活動する場が必要であり、そのような日中活動の場を確

保することは、とても大切です。市は、日中活動を希望する障がい者が全員

日中活動に参加できるよう努力してきています。 

○ 働くことを支える通所施設では、日常生活動作の多くが自立している利用

者を想定しており、国が定めている職員配置基準もその前提で規定されてい

ます。そのため、このような施設において介護等の支援に配慮を必要とする

重度障がい者に対応することは、たいへん困難です。 

○ また、重度障がい者に対応する施設であっても、利用者が医療的ケアを必

要とする場合、日中活動に際して、呼吸、嚥下、体温調節、身体の変形や拘

縮など、健康面での支援に細心の注意と専門的な対応が必要となるため、利

用者の安全を考慮して、国が定めている職員配置基準を超える職員を配置す

る必要があります。しかし、障害者自立支援法の基準給付額で運営している

民間施設に、国が定めている職員配置基準を超える職員を配置する等の対応

を求めることは、現実には困難です。 
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○ 障がい者が活動する場をよりよいものとするためには、障がい者を支援す

る職員が重要となります。国では、介護職員の離職率の高さを課題と認識し

ており、「福祉・介護人材確保対策」を打ち出しています。 

 

＜重点目標＞ 

(1) 雇用への支援 

○ 市は、公共職業安定所、商工会議所、企業、福祉施設、教育機関、就労・

生活支援センター等と連携して障がい者の就労への支援を図っていきます。 

○ 市は、法定雇用の対象とならない小規模企業（＊）も含めた障がい者雇用

の推進を図るため、具体的な施策を進めていきます。 

＊ 小規模企業：障害者の雇用の促進等に関する法律で障害者の雇用を義務

付けられている規模（従業員数）より小さい企業 

 ○ また、障がい者の就労の場を確保するため、企業が障がい者を受け入れ

やすくなる施策を検討するとともに、障がい者を多数雇用する特例子会社の

誘致を促進します。 

 

(2) 福祉的就労・日中活動の場の確保 

○ 市は、今後も、福祉的就労・日中活動を希望するすべての障がい者が活動

に参加できるよう努力していきます。 

○ 重度障がい者が通所することを想定していない施設であっても、重度障が

い者への対応について配慮している場合、市は運営面で支援していきます。 

○ 重度障がい者、特に医療的ケアを必要とする障がい者に対応する通所施設

については、市が施設の整備・運営面での補助を実施していきます。 

 

(3) 職員の確保・育成 

○ 今後、市は、町田市内の障がい福祉施設に従事する職員を確保するための

支援策や、職員の資質向上のために必要な施策を推進していきます。 
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３－４．相談支援 

○ 障害者自立支援法施行規則によると、相談支援は、 

・ 訪問等による障害者や介護者の状況把握 

・ 必要な情報の提供、助言、相談、指導 

・ 障害者・介護者と市町村、事業者、医療機関等との連絡調整 

・ 地域における障害福祉関係者による連携や、支援体制を協議する会議の

設置 

・ その他の障害者や介護者に必要な支援 

と規定されています。 

○ しかし実際には、サービスの利用支援だけでなく、日々の暮らしの支援や、

その時々にもつ気持ちの支援等、相談支援の果たす役割が幅広くなってきて

います。また、相談支援を含めた支援全般として、障がい者本人の高齢化も

含めて、地域で暮らし続けるための将来を見据えた支援を期待されるように

もなってきています。 

○ この相談支援の役割の広さと支援期間の長さに応えるためには、相談体制

の整備だけでなく、相談支援担当者の力量も含めた相談体制の充実を検討す

る時期にきています。 

○ なお、現在ある主な公的機関が設置、委託している相談機関と主な担当分

野は、次のとおりです。 

 ・ 生活援護課（生活保護）   

 ・ 障がい福祉課（障がい） 

・ ひかり療育園（障がい） 

・ 子ども家庭支援センター（児童） 

 ・ 地域包括支援センター（高齢）  

・ 就労・生活支援センター（障がい） 

 ・ 地域生活支援センター（精神障がい）  

・ 身体・知的相談員（障がい）  

 ・ 民生・児童委員（障がい・児童・高齢・生活保護） 

 ・ 児童相談所（児童）          

・ 保健所（精神障がい） 
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＜重点目標＞ 

(1) 多様な支援 

○ 現在の相談支援は、 

 ・ ケースマネジメント（サービスの需給調整、サービス利用計画の作成） 

 ・ 診察、診断を伴わないカウンセリングとしての相談（ピアカウンセリン

グ） 

 ・ ケースワーク（サービス利用の総合相談） 

 ・ 一般的な相談（指導、助言） 

というように大きく分けられます。これからは、たとえば、 

 ・ 障がい児の親を対象とした「子育てひろば」（＊） 

 ・ 子育ての先輩に聞く 

 といった現在の相談支援の範囲外のものも、今後、新たな支援のあり方とし

て推進していきます。 

＊「子育てひろば」：在宅で子育てをされているご家庭を対象に、市内の認

可保育園等で実施している市の事業です。親子で遊びながら子育ての

楽しさを感じたり、親同士・子ども同士の交流を深め、さまざまな情

報交換ができる機会を提供しています。 

  ○ また、障がいの早期発見は、その後の治療、療育にとってとても大切

ですが、幼少期は障がいの確定が難しく、介護者（両親）の不安感が大きく

なりがちです。そこで、障がいの確定前あるいは疑いの時期の相談にも積極

的に対応し、医療・保健機関につなげるとともに、子育て支援機関を主体と

して連携していきます。 

 

(2) 障がい種別にとらわれない支援 

○ 障がい種別の垣根を取り払った障害者自立支援法の施行以降、障がい福祉

施策全般が障がい種別にとらわれない支援となりつつあります。また、障が

いの定義そのものも広がりつつあります。 

障害者自立支援法は身体、知的、精神の３障がいを対象としていますが、

２０１０年１２月に改正され、発達障がいが精神障害に含まれることを明示

しました。 
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市は、以前より発達障がいや高次脳機能障がいへの支援を行ってきていま

すが、今後、さらに範囲を拡大して支援を進めていきます。 

 

(3) 支援機関の連携 

○ 現在、公的機関だけでなく民間機関を含めて様々な相談機関が様々な活動

をしていますが、その活動は、分野ごとに縦割りな活動をしています。今後

は縦割りの関係でなく、それぞれが重なる部分を持ちつつ、複数のアプロー

チが可能となる相談支援を目指していきます。また、その実現のため、連携

のネットワークを構築し、相談支援のあり方を見直していきます。 

 

(4) 相談担当者の充実 

○ 相談支援が広く深くなるにつれて、相談担当者の重要性が増していきます。

そこで、 

・ 専門知識の習得の奨励 

・ ＯＪＴの充実 

を通して相談担当者のスキルの向上を図ります。 

○ また、様々な相談機関に所属する相談担当者の交流を通じて相談支援に対

する共通理解を醸成し、相談支援全体の底上げを図ります。 
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３－５．保健・医療 

○ 障がいの早期発見、早期療育等に、保健・医療機関は、欠かせない役割を

担っています。また、在宅者の支援には、これらの機関の訪問活動が大切で

す。 

○ 現在、市では、健康課が保健分野を担当していますが、２０１１年４月、

保健所が東京都から当市へ移管され、保健分野の市の機能が強化されます。

たとえば、精神障がい者の相談については、一般相談は障がい福祉課（市）、

専門相談は保健所（東京都）と担当機関が分かれていますが、保健所が市に

移管されることにより、一般相談と専門相談の連携が今まで以上に緊密にな

ります。 

○ 精神障がい者の社会復帰と社会参加の促進について、現在、市は相談支援、

デイケア等の事業を実施しています。 

 

＜取り組み＞ 

○ 市は、保健所の移管を機に、保健分野と福祉分野が総合的に対応できるよ

う、今後、調整を図っていきます。 

○ また、長年の懸案である障がい者（児）医療については、障がい者（児）

が身近に適切な治療を受けられるよう、拠点の設置を含めて、関係機関に要

請していきます。 

○ 精神障がい者の社会復帰と社会参加の促進について、市は、今後、関係機

関と協議の上、具体的な支援策をさらに検討し、実施していきます。 
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３－６．まちづくり 

○ 市は、平成７年、町田市福祉のまちづくり総合推進条例を施行し、ノーマ

ライゼーション社会実現のためにバリアフリーのまちづくりを進めてきてい

ます。 

○ 具体的には、地域福祉部門では心のバリアフリーの推進やユニバーサルデ

ザインの普及を、都市計画部門ではバリアフリーな都市空間、住宅、公共施

設の整備や、移動しやすい交通環境の確保を目指してきています。 

○ また、防災部門と福祉部門が協働して、災害時の二次避難所の協定作りや

要援護者対策を検討しています。 

 

＜取り組み＞ 

○ 今後も、町田市福祉のまちづくり総合推進条例のもと、様々な部門が協働

して、バリアフリーのまちづくりや災害時の支援策を推進していきます。 
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３－７．理解・協働の基盤づくり 

○ 長い間、国をはじめとする行政が、障がい者福祉施策を主導して実施して

きました。しかし、これからは、当事者、関係者、行政だけでなく、多くの

市民が障がい福祉について理解し、何ができるか考え、一緒に活動すること

が大切です。そのためには、まず、多くの市民が障がい者福祉について知る

ことが必要です。 

○ また、障がい者へのいじめ、暴力、虐待の多くは、障がい者への理解が十

分でないことに起因しており、障がい者を十分理解していれば防ぐことが可

能です。多くの市民が、障がい福祉についてだけでなく、障がいそのものに

ついても知ることが必要です。 

○ 従来、市では、障がい福祉の課題を分野ごとに対応してきました。そのた

め、分野を超える課題や新たな課題へ迅速に対応しきれていない場面が出て

います。また、これからは、市の発想だけでは障がい施策が前に進まない場

面が出てくることも考えられます。 

 

＜重点目標＞ 

(1) 理解のための仕組みづくり 

○ 町田市の障がい福祉を多くの市民にお知らせするため、様々な形で様々な

種類の情報を提供する仕組みを構築していきます。その際、情報を取得する

ために支援を必要とする障がい者のために、点字版や音読テープを用意する

など、障がい者の情報保障のための取り組みをあわせて推進していきます。 

○ また、障がいそのものについても、多くの市民に周知を図るべく、理解、

啓発に努めていきます。 

 

(2) 協働の土台作り 

○ 市は、これから発生する様々な課題に対して、市だけでなく、学識経験者、

市内の団体、障がい当事者が立場を超えて連携することで、より広い視点で

の解決が図られることを目指します。 

○ また、市は、この連携を通して、関係者の協働の進展を目指すとともに、

市内で様々な活動が生み出されるよう努力します。 
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４．計画の実現のために                         

 

この町田市障がい者計画を実現するために、市は、様々な方策を実施して 

いきます。 

 

(1) 事業計画と個別施策 

○ ２－２．(1)で記述したとおり、本計画は町田市の障がい者施策の基本計画

となります。障がい福祉施策については、２０１１年度に策定する町田市障

がい福祉事業計画（計画期間：２０１２～２０１４年度）において施策化を

検討するとともに、個別事業として具体化の作業に入ります。 

 

(2) 障がい者施策推進協議会 

○ ２０１０年秋、市は、障がい者施策を総合的に協議するため、市の附属機

関として「町田市障がい者施策推進協議会」を設置しました。この協議会は、

障がい者施策にかかわる２つの計画（「障がい者計画」「障がい福祉事業計画」）

を検討するほか、就労支援、相談支援及び必要な個別の施策について、協議

会のもとにそれぞれ部会を設置して協議します。この協議会の発足により、

今後、統一的な計画のもと、いろいろな事業が連携して展開できることとな

ります。 

○ 市の附属機関の役割は、一般的に「市からの諮問事項に答申する」「特定の

事項について市に建議する」こととなっています。しかし、この協議会では

これらの役割に限らず、この協議会が市と市内の障がい福祉関係者との協働

の場となることを目指します。 

 

(3) 計画の進行状況の報告 

○ 市は、この計画の進行状況を、町田市障がい者施策推進協議会へ定期的に

報告していきます。 
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(4) 他機関への要望 

○ 障がい者施策は、町田市だけで実現できるものばかりではありません。「２．

分野別の課題と目標」において他の機関への要請、他の機関との協議につい

て記述していますが、市は、より良い障がい者施策の実現のために、国や東

京都等へ働きかけていきます。 

○ また、今まで記述してきたことのほか、 

 ・ 障害者自立支援法の福祉サービスの水準低下を招かないように、給付費

用の国庫・都道府県の負担割合を適正に保つこと 

 ・ 介護保険を利用する障がい者が適切なサービスを適切に利用できるよう、

介護保険のサービス水準を確保すること 

 などについても、国へ働きかけていきます。 

 

これから、市は、町田市障がい者計画の実現を通して、一人でも多くの障が

い者が自立して地域に暮らすことができる環境の整備を、一歩一歩進めていき

ます。 
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５．参考資料                          

 

５－１．障がい者施策に関連する他の計画 

 

○ 市が策定する障がい福祉分野以外の行政分野の計画等で本計画の内容に関

連する主なものは、次のとおりです。 

 

本計画の章 関連する計画等 

３－１．学ぶことへの支援 
町田市教育プラン、町田市子どもマスタープラ

ン 

３－２．暮らすことへの支援 
町田市都市計画マスタープラン、町田市住宅マ

スタープラン、町田市地域福祉計画 

３－４．相談支援 
町田市子どもマスタープラン、町田市教育プラ

ン 

３－５．保健・医療 町田市保健医療計画 

３－６．まちづくり 

町田市地域福祉計画、町田市都市計画マスター

プラン、町田市交通マスタープラン、町田市住

宅マスタープラン、町田市地域防災計画、町田

市福祉のまちづくり総合推進条例 
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（各計画等の担当課と計画期間） 

計画等の名称 担当課 計画期間 

町田市教育プラン 学校教育部教育総務課 2009～2018 年度

町田市子どもマスタープラン 子ども生活部子ども総務課 2005～2014 年度

町田市都市計画マスタープラン 都市づくり部都市計画課 2011 年度～（予定）

町田市住宅マスタープラン 都市づくり部住宅課 2011 年度～（予定）

町田市地域福祉計画 地域福祉部福祉総務課 
2011～2015 年度

（予定） 

町田市交通マスタープラン 都市づくり部都市計画課 2006 年度～ 

町田市保健医療計画 いきいき健康部健康課 2007～2011 年度

町田市地域防災計画 市民部防災安全課 2010 年度～ 

町田市福祉のまちづくり総合

推進条例 
地域福祉部福祉総務課 － 

（２０１０年１２月現在） 
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５－２．検討経過 

 

 今回の障がい者計画を検討した町田市障がい者計画検討委員会は、町田市の

障がい者施策全般を協議する町田市障がい者施策推進協議会が２０１０年１１

月１日に発足したことにより、この協議会の一部会である障がい者計画部会と

なりました。なお、町田市障がい者計画検討委員会の委員全員が、引き続き障

がい者計画部会の部会員となっています。 

 

 （現時点までの検討経過） 

開 催 日 内    容 

2010. 7.28(水) 検討委員会（第１回） 

○ 委員の委嘱 

○ 計画案の説明、意見交換 

2010. 9.27(月) 検討委員会（第２回） 

○ 計画案についての意見交換 

2010.11. 1(月) 計画部会（第１回） 

○ 計画案についての検討その１ 

2010.11.22(月) 計画部会（第２回） 

○ 計画案についての検討その２ 

 

 

 


